
山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、老朽化により倒壊等の危険性の高い空家等の除却を促進

し、町民の安全・安心の確保及び生活環境の保全を図るため、老朽危険空家

等の除却を行う者に対し、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金（以下

「補助金」という。）を交付することに関し、山都町補助金等交付規則（平成

１７年山都町規則第３５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必

要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において使用する用語は、規則において使用する用語の例に

よるほか、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

（１） 空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法 

律第１２７号。以下「空家特措法」という。）第２条第１項に規定する空家

等のうち、主として居住の用のために建てられた建物で、おおむね１年以

上使用されていないものをいう。 

（２） 老朽危険空家等 空家等（これに附属する門及び塀を含む。以 

下同じ。）のうち、老朽化（住宅地区改良法施行規則（昭和３５年建設省令

第１０号）第１条第１項に規定する住宅の不良度の測定方法において評点

が１００点以上である状態のもの。）し、周辺へ悪影響をもたらす状態(周

辺への危険度判定基準(別表)に掲げる項目のいずれかに該当する状態をい

う。)にあり、かつ、補助金の交付を受ける目的で故意に破損されたもので

ないもの。 

（３） 所有者 老朽危険空家等の登記事項証明書に所有権を有する者 

として登録されている者。ただし、登記されていない老朽危険空家等       

（以下「未登記家屋」という。）にあっては、地方税法（昭和２５年法律第

２２６号）第３４１条第１２項に規定する家屋課税台帳又は同条第１３項

に規定する家屋補充課税台帳（以下「固定資産課税台帳」という。）に所有

権を有する者として登録されている者。 

（４） 所有者等 所有者又は管理者（相続人を含む。） 



（５） 解体業者 解体工事業、建築工事業若しくは土木工事業の許可を受

けている者又は解体工事業の届出をしている者である者のうち、山都町

内に本店、支店、営業所等の事業所を有する事業者又は個人事業者をい

う。 

(補助金の交付) 

第３条 町は、老朽危険空家等の除却を行う者に対し予算の範囲内において、

補助金を交付する。 

（補助対象者） 

第４条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、 

次に掲げる要件の全てを満たす者とする。 

（１） 老朽危険空家等を除却しようとする所有者等であること。 

（２） 町税等を滞納していないこと。 

（３） 補助対象者及びその世帯の構成員に、暴力団員による不当な行 

為の防止等に関する法律(平成３年法律第７７号)第２条第６号に規定する

暴力団員である者が含まれていないこと。 

（補助対象空家等） 

第５条 補助金の交付の対象となる空家等は、次に掲げる要件の全てを満たす

ものとする。ただし、町長が特別の事情があると認めるときは、この限りで

ない。 

（１） 山都町内に所在していること。 

（２） 老朽危険空家等であること。 

（３） 所有権以外の権利が設定されていないこと又は所有権以外の 

権利が設定されている場合は、老朽危険空家等の除却について当該権利の

権利者の同意を得ていること。 

（４） 売買により所有権が移転している場合にあっては、現在の所有者が

所有権を取得した時から、交付申請までに１年以上経過していること。 

（５） 空家特措法第２条第２項に規定する特定空家等又は同法第１３条第

１項に規定する管理不全空家等であって、町から勧告の措置を受けていな

いこと。 



（６） この要綱に基づく補助事業について、国、地方公共団体等による他

の補助金等の交付を受けていないこと。 

（７） 公共事業等による補償を受けていないこと。 

（補助対象経費） 

第６条 補助事業の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、次の

各号に掲げる費用の合計額（消費税及び地方消費税に相当する額を除く。）と

し、住宅地区改良事業等補助金交付要領（昭和５３年４月４日付け建設省住

整発第１４号）に基づき国土交通大臣が定める当該年度の標準除却費の１㎡

当たりの額に当該老朽危険空家等の延べ面積を乗じて得た額のうちいずれ

か少ない額を限度とする。 

（１） 老朽危険空家等の除却及び処分に要する費用。ただし、同一敷地内

に存する老朽危険空家等ではない建築物等の除却工事費を含めない。 

（２） 老朽危険空家等に附属する工作物（門又は塀等）の除却及び処分に

要する費用 

（３） 老朽危険空家等の存する敷地内の樹木等の除却及び処分に要する費

用 

（４） 周囲への安全を確保する上で、老朽危険空家等の除却及び処分に付

随して行うことが適当であると認められる工事等に要する費用（補助金の

額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費に５分の４を乗じて得た額（その額に１，

０００円未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）とし、５０万円を

限度とする。 

（事前調査） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、老朽

危険空家等の除却を行う前に、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金事

前調査申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添えて、事前調査の申請を

しなければならない。 

（１） 位置図 

（２） 現況写真（建物及び敷地の状況がわかるもの２面以上） 



（３） 建物の全部事項証明書（未登記家屋にあっては固定資産課税台帳に

おける所有を証明する書類等） 

（４） 申請者の本人確認ができるものの写し 

（５） その他町長が必要と認める書類 

２ 町長は、前項の規定による申請があったときは、当該空家等が老朽危険空

家等に該当するか否かを判定し、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金

事前調査判定結果通知書（様式第２号）により申請者に通知するものとする。 

３ 町長は、同条第１項に規定する事前調査申請書の審査や現地確認により、

必要と認めた場合は、補助金交付申請時における条件を付することができる。 

（補助金の交付申請） 

第９条 前条第２項の規定により老朽危険空家等に該当する旨の通知を受け

た申請者は、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付申請書（様式第

３号）に次に掲げる書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１） 解体業者の見積書（内訳が記載されたものに限る。） 

（２） 戸籍謄本、遺産分割協議書、相続放棄申述受理証明書又はその写し

（相続人の確認が必要な場合に限る。） 

（３） 除却同意書（様式第４号）（相続人及び権利者等が申請者以外に複数

人いる場合に限る。） 

（４） 誓約書（様式第５号） 

（５） 町税等の納付状況確認に要する同意書 

（６） その他町長が必要と認める書類 

２ 申請者は、当該老朽危険空家等のその他の相続人について戸籍謄本等によ

る調査を行ったうえで所在が不明である場合には、確約書（様式第６号）を

提出することができる。 

（補助金の交付決定） 

第１０条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、山都町老朽危

険空家等除却促進事業補助金交付決定通知書（様式第７号）によるものとす

る。 

２ 町長は、前項の規定により補助金の交付決定の通知を受けた者（以下「補



助事業者」という。）に対し、補助金の交付の目的を達成するため必要な指示

をし、又は条件を付することができる。 

（除却の着手） 

第１１条 補助事業者は、前条の規定による補助金の交付決定後に老朽危険空

家等の除却に着手しなければならない。 

（事業着手届） 

第１２条 補助事業者は、老朽危険空家等の除却に着手しようとするときは、

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金着手届（様式第８号）に次に掲げ

る書類を添えて、町長に提出しなければならない。 

（１） 老朽危険空家等の除却に係る工事請負契約書の写し 

（２） その他町長が必要と認める書類 

（変更等の承認） 

第１３条 規則第７条第１項の変更申請書は、山都町老朽危険空家等除却促進

事業補助金変更承認申請書（様式第９号）によるものとする。ただし、交付

決定した補助金の額の変更を伴わない軽微なものについては、当該変更申請

を省略することができる。 

２ 規則第７条第３項において準用する規則第６条の規定による補助金の変

更決定の通知は、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金変更承認（不承

認）通知書（様式第１０号）によるものとする。 

（交付申請の取下げ）  

第１４条 補助事業者は、事情により補助対象事業を中止し、又は廃止すると

きは、速やかに山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金中止（廃止）承認

申請書（様式第１１号）を町長に提出するものとする。  

２ 町長は、前項の規定による申請の取り下げがあったときは、当該補助金の

交付決定を取り消すものとする。  

（実績報告） 

第１５条 規則第１３条の実績報告書は、山都町老朽危険空家等除却促進事業

補助金実績報告書（様式第１２号）によるものとする。 

２ 規則第１３条の添付書類は、次の各号の掲げる書類とする。 



（１） 領収証の写し 

（２） 工事の実施状況が確認できる写真  

（３） 工事の完了が確認できる写真 

（４） その他町長が必要と認める書類 

３ 第１項の実績報告書の提出期限は、老朽危険空家等の除却が完了した日か

ら３０日以内又は当該除却が完了した日の属する年度の２月末日のいずれ

か早い日とする。 

（補助金の額の確定通知） 

第１６条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、山都町老朽危

険空家等除却促進事業補助金交付確定通知書（様式第１３号）によるものと

する。 

（補助金の請求及び交付） 

第１７条 規則第１６条第１項の請求書は、山都町老朽危険空家等除却促進事

業補助金交付請求書（様式第１４号）によるものとする。 

２ 町長は、前項の規定による請求を適当と認めるときは、速やかに補助金を

交付するものとする。 

（補助金の経理） 

第１８条 補助事業者は、老朽危険空家等の除却に係る経費についての収支の

事実を明確にした根拠書類を整備し、かつ、これらの書類を当該老朽危険空

家等の除却が完了した日の属する会計年度の終了後５年間保存しなければ

ならない。 

２ 補助事業者は、町長の求めがあったときは、前項の書類を提示しなければ

ならない。 

（補助金の交付決定の取消し）  

第１９条 町長は、補助事業者が規則第１７条第１項に定めるもののほか次の

各号に該当すると認めるときは、補助金の交付決定の全部又は一部を取り消

すことができる。  

（１） 虚偽その他不正な手段により補助金の交付決定を受けたとき。  

（２） 第４条に規定する補助対象者に該当しないことが判明したとき。  



（３） 補助金の交付決定に付した内容又は条件に違反する行為があったと

き。 

（４） 第１５条第３項に規定する日までに実績報告がなかったとき。 

（５） その他町長が補助金の交付を不適当と認めるとき。  

２ 前項及び規則第１７条第１項の規定により、補助金の交付決定を取消した

ときは、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付決定取消通知書（様

式第１５号）により補助事業者に通知するものとする。  

（補助金の返還） 

第２０条 規則第１８条の規定により補助金の返還を命じたときは、山都町老

朽危険空家等除却促進事業補助金返還命令書（様式第１６号）により行うも

のとする。 

（照会及び検査等の実施）  

第２１条 町長は、補助金の交付に必要な範囲内において、関係機関への照会

及び補助対象事業の検査等を実施することができる。  

２ 町長は、前項の照会及び検査等の結果、必要があると認めるときは、補助

事業者に対して、必要な措置を講じるよう指導することができる。  

（終期の設定および見直し） 

第２２条 この補助金の実施期間は、規則第２６条の規定に基づき３年とする。 

２ 町長は、前項の期間を経過する前に規則第２７条の規定に基づき、この補

助金の見直しを行わなければならない。 

（委任） 

第２３条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、公示の日から施行し、令和７年４月１日から適用する。 



別表(第２条関係) 

周辺への危険度判定基準 

項目 空家等の周辺状況 チェック欄 危険度判定 

１ 隣地境界までの距離が、建物の軒高以内である □ 

□該 当 

又は 

□非該当 

２ 隣地は、現に使用されており建築物が存在している □ 

３ 公道（国道・県道・町道等）に面している □ 

４ 通学路に面している □ 

５ 
学校及び保育園等の近くに存在する 

（直線距離200m以内） 
□ 

６ 
不特定多数が利用する施設の近くに存在する 

（直線距離200m以内） 
□ 

７ 
倒壊した場合、周辺への影響が大きい 

例：周辺住民が使用する道路（迂回路なし）をふさぐ等 
□ 

１つ以上該当があった場合は「周辺へ悪影響をもたらす状態にある」と判定する。 

 

  



様式第１号（第８条関係） 

令和  年  月  日 

 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  申請者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金事前調査申請書 

 

 山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金を実施するため事前判定を受けたいので、山都

町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱第８条第１項の規定により、下記のとおり申

請します。 

 なお、判定を受けるにあたり、調査のため町が当該空家等の敷地へ立ち入ることに同意し

ます。 

 

記 

 

空家等の所在地 山都町 

申込者区分 

□ 所有者 

□ 所有者の相続人（所有者との続柄：           ） 

□ 管理者（所有者との続柄：               ） 

□ その他(                                              ) 

添 付 書 類 

(1)位置図 

(2)現況写真（建物及び敷地の状況がわかるもの 2面以上） 

(3)建物の全部事項証明書（未登記家屋にあっては固定資産課税台

帳における所有を証明する書類等） 

(4)申請者の本人確認ができるものの写し 

(5)その他町長が必要と認める書類 

 

  



様式第２号（第８条関係） 

第     号 

  令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長           

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金事前調査判定結果通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のあった山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金に

おける事前調査について、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱第８条第２項

の規定により、判定結果を通知します。 

 

記 

 

空家等の所在地 山都町 

判 定 結 果  

判 定 理 由  

 

  



様式第３号（第９条関係） 

令和  年  月  日 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  申請者 氏  名              

                      電話番号 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付申請書 

 

 山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金について、補助金の交付を受けたいので、山都

町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱第９条第１項の規定により、下記のとおり申

請します。 

記 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

老朽危険空家等 

の 所 有 者 
 

申 請 者 区 分 

□ 所有者 

□ 所有者の相続人（所有者との続柄：           ） 

□ 管理者（所有者との続柄：               ） 

□ その他(                                              ) 

実 施 期 間 ～ 

補 助 対 象 経 費                         円 

補助金交付申請額                         円 

添 付 書 類 

(1)解体業者の見積書（内訳が記載されたものに限る。） 

(2)戸籍謄本、遺産分割協議書、相続放棄申述受理証明書又はその

写し（相続人の確認が必要な場合に限る。） 

(3)除却同意書（様式第４号）（相続人及び権利者等が申請者以外

に複数人いる場合に限る。） 

(4)誓約書（様式第５号） 

(5)町税等の納付状況確認に要する同意書 

(6)その他町長が必要と認める書類 



様式第４号（第９条関係） 

除 却 同 意 書 

 

 山都町長        様 

 

申  請  者 

住 所 

氏 名 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

 
所有者及び相続人等を代表して、申請者が、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金の

交付を申請すること及び当該空家等を除却することについて同意します。 
 

備考 
  １ 「権利の種類」欄は、建築物及び工作物等について有する権利（所有者、相続人、抵

当権者等）を記入すること 
  ２ 使用する印は実印とし、印鑑証明書を一部提出すること 

  

同意 

年月日 

権利

の 

種類 

住  所 氏  名 印 

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

 

 

    

     

     



様式第５号（第９条関係） 

 

誓 約 書 

 

 

 山都町長          様 

 

 

 山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金の実施にあたり、下記の当該老朽危

険空家等に係る紛争等が生じたときは、私が責任を持って解決し、町に対して一

切の損害を与えないことを誓約します。 

 

記 

 

 老朽危険空家等の所在地     山都町                      

 

 

 老朽危険空家等の所有者                              

 

 

 

    令和   年   月   日 

 

 

申請者 

 

   住所                   

 

   氏名               ㊞   

 

 

 

 

 

 

※使用する印は実印とし、印鑑証明書を一部提出すること 

 

  



様式第６号（第９条関係） 

 

確 約 書 

 

 

 

 山都町長          様 

 

 山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金の実施にあたり、下記の老朽危険空

家等については、私が相続人の代表となって当該老朽危険空家等の除却工事等

を実施しようとするもので、相続人の間に当該老朽危険空家等に係る紛争等が

生じたときは、私が責任を持って解決します。 

 

記 

 

 老朽危険空家等の所在地     山都町                      

 

 

 老朽危険空家等の所有者                              

 

 

 

    令和   年   月   日 

 

 

申請者  

 

   住所                  

 

   氏名               ㊞ 

 

 

 

 

※使用する印は実印とし、印鑑証明書を一部提出すること 

 

   

 



様式第７号（第１０条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長           

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付決定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで申請のありました山都町老朽危険空家等除却促進事業補

助金については、下記のとおり交付することに決定しましたので、山都町老朽危険空家等除

却促進事業補助金交付要綱第１０条第１項の規定により通知します。 

 

記 

 

老 朽 危 険 空 家 等 

の 所 在 地 
山都町 

補助金交付決定額                      円 

交 付 条 件 

 

 

  



様式第８号（第１２条関係） 

令和  年  月  日 

 山都町長      様 

 

住  所 

                  届出者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金着手届 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付決定のあった山都町老朽危険空家等除却

促進事業補助金について、事業に着手しますので、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交

付要綱第１２条の規定により下記のとおり届け出ます。 

 

記 

 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

事 業 実 施 期 間 ～ 

契 約 の 相 手 方  

添 付 書 類 
(1)老朽危険空家等の除却に係る工事請負契約書の写し 

(2)その他町長が必要と認める書類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第９号（第１３条関係） 

令和  年  月  日 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  申請者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金変更承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付決定のあった山都町老朽危険空家等

除却促進事業補助金について、下記のとおり変更したいので、山都町老朽危険空家等除却促

進事業補助金交付要綱第条第１３条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

変 更 内 容 
 

 

変 更 理 由 
 

 

補 助 対 象 経 費 

変更前                 円 

変更後                 円 

補助金交付申請額 

変更前                 円 

変更後                 円 

添 付 書 類  

 

  



様式第１０号（第１３条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長           

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金変更承認（不承認）通知書 

 

 令和  年  月  日付けで変更承認申請のありました山都町老朽危険空家等除却促

進事業補助金について、下記のとおり承認（不承認）しましたので、山都町老朽危険空家等

除却促進事業補助金交付要綱第１３条第２項の規定により通知します。 

 

記 

 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

変 更 内 容 
 

 

変 更 前 

補助金交付決定額 
                    円 

変 更 後 

補助金交付決定額 
                    円 

交 付 条 件 

 

 

  



様式第１１号（第１４条関係） 

令和  年  月  日 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  申請者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金中止（廃止）承認申請書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付決定のあった山都町老朽危険空家等

除却促進事業補助金について、下記の理由により中止（廃止）したいので、山都町老朽危険

空家等除却促進事業補助金交付要綱第１４条第１項の規定により申請します。 

 

記 

 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

中 止 理 由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



様式第１２号（第１５条関係） 

令和  年  月  日 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  報告者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金実績報告書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付決定あった山都町老朽危険空家等除

却促進事業補助金について、事業が完了したので、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助

金交付要綱第１５条の規定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

老 朽 危 険 空 家 等 

の 所 在 地 
山都町 

補 助 対 象 経 費                円 

補助金交付決定額                円 

除却工事完了年月日     令和   年   月   日 

添 付 書 類 

(1)領収証の写し 

(2)工事の状況が確認できる写真  

(3)工事の完了が確認できる写真 

(4)その他町長が必要と認める書類 

 

  



様式第１３号（第１６条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長           

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付確定通知書 

 

 令和  年  月  日付けで実績報告のあった山都町老朽危険空家等除却促進事業補

助金について、下記のとおり補助金の額を確定しましたので、山都町老朽危険空家等除却促

進事業補助金交付要綱第１６条の規定により通知します。 

 

記 

 

  

１ 補助金交付決定額    金           円 

 

２ 補助金交付確定額    金           円 

 

 

  



様式第１４号（第１７条関係） 

令和  年  月  日 

 

 山都町長          様 

 

                      住  所 

                  請求者 氏  名              

                      電話番号 

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付請求書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付確定のあった山都町老朽危険空家

等除却促進事業補助金について、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付要綱第１

７条第１項の規定により、下記とおり請求します。 

 

記 

 

 

補助金請求額              円 

 

 

振 

込 

先 

金 

融 

機 

関 

金融機関名  

種   類 普 通  ・  当 座 

口 座番 号 
 

フ リガ ナ 
 

口座名義人 
 

   

  



様式第１５号（第１９条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長          

 

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金交付決定取消通知書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で交付決定した山都町老朽危険空家等除却

促進事業補助金について、下記のとおり交付決定を取消したので、山都町老朽危険空家等除

却促進事業補助金交付要綱第１９条第２項の規定により通知します。 

 

記 

  

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

補助金交付決定額                     円 

補助金交付決定取消額                     円 

取 消 し 理 由 

 

 

  



様式第１６号（第２０条関係） 

第     号 

令和  年  月  日 

 

 

            様 

 

                         山都町長            

 

山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金返還命令書 

 

 令和  年  月  日付け   第   号で取消した山都町老朽危険空家等除却促進

事業補助金については、山都町老朽危険空家等除却促進事業補助金要綱第２０条の規定によ

り下記のとおり返還を命じます。 

 

記 

 

老朽危険空家等 

の 所 在 地 
山都町 

返 還 額                     円 

返 還 期 限 年    月    日 

返 還 理 由 

 

 


